
 

論文 機械式定着工法による L 形および T 形 RC 造柱梁接合部の終局時入力

せん断力とせん断終局耐力 
  

益尾 潔*1・岡村 信也*2・井上 寿也*2 

 

要旨：本論文では， L 形および T 形柱梁接合部への終局時入力せん断力の閉解型の評価式を

提案した。本提案式の特徴は，L 形部分架構において L 形が閉じる時と開く時にそれぞれ発

生する柱，梁の付加軸力の影響ならびに L 形および T 形部分架構での柱の中段筋の影響を考

慮している点である。また，既往実験に供した試験体の柱梁接合部について，その配筋詳細

を分類した上で，本提案式による終局時入力せん断力と靱性保証型指針式によるせん断終局

耐力を比較検討し，L形および T形部分架構の終局耐力を適切に評価できることを示した。 
キーワード：機械式定着，L形・T形接合部，終局時入力せん断力，せん断終局耐力 

 
1. はじめに 
機械式定着工法は，近年，RC 造建物での配筋

施工の合理化の観点から普及しつつある。現在

提案されている工法の主な適用範囲は，中間階

柱と外端梁とのト形接合部である。これに対し

て，最上階のL形およびT形接合部については，

接合部内の応力状態や定着金物まわりの拘束度

合いがト形接合部の場合と異なる 1)-12)。 

L 形接合部の場合，それに接続する柱および

梁には，それぞれ L 形が閉じる(正加力)時に圧

縮軸力，L 形が開く(負加力)時に引張軸力が発

生し，この点が終局時入力せん断力の評価を難

しくしている。また，柱主筋が多段配置の場合，

中間の柱主筋は，柱自体の曲げ終局耐力のみな

らず，L 形および T 形柱梁接合部への終局時入

力せん断力に影響を及ぼす。従来，これらの点

を考慮した柱梁接合部への終局時入力せん断力

の閉解型の評価式は提案されていない。 

本論文では，そのような評価式を提案し，既

往実験1)-12)に供した試験体の実験値と計算値の

比較より，柱梁接合部の本提案式による終局時

入力せん断力と靱性保証型指針式によるせん断

終局耐力の評価方法の妥当性を検討する。 

本提案式は，従来の折曲げ定着工法の場合に

も適用可能であり， 2.1 節で導出する柱または

梁の曲げ終局耐力時柱せん断力と柱梁接合部の

終局時入力せん断力との関係式(式(4),(7))，な

らびに 2.3 節で導出する柱および梁の曲げ終局

耐力時柱せん断力の評価式(式(19),(21), 

(23))からなる。  

 

*1 (財)日本建築総合試験所 構造部長 工博 (正会員) 

*2 (財)日本建築総合試験所 構造部構造物試験室 工修 (正会員) 
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(b) L 形部分架構 

図-1 部分架構の応力状態 
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2. 柱梁接合部への終局時入力せん断力 

2.1 終局時入力せん断力の算定式の導出 
(1) 部分架構における力の釣合い式 
図-1 に示した T形および L形部分架構での柱

または梁の曲げ終局耐力時柱せん断力 Qcu と梁

せん断力 Qg(Qg’)の関係は，式(1)で求められる。 
(T 形) Qg+Qg’ = Qcu (h/�) 
(L 形) Qg = Qcu (h/�)              (1) 

h：階高，�：スパン長(柱心間距離) 

柱または梁の曲げ終局耐力時柱せん断力 Qcu

は式(2)で，その時の柱および梁の危険断面での

曲げモーメント Mc,Mg,Mg’は式(3)で求められる。 
Qcu = min (cQcu, cQgu)             (2) 

   Mc = Qcu (ho/2)   

Mg = Qg (�o/2), Mg’ = Qg’ (�o/2)   (3) 
cQcu, cQgu：接合部に接続する柱および梁の曲

げ終局耐力時の柱せん断力，Qg, Qg’：Qcu 時の
梁せん断力，ho=h-Dg：柱内法高さ，�o=�-Dc：

梁内法スパン長，Dg：梁せい，Dc：柱せい 

(2) T 形接合部への終局時入力せん断力 
T 形部分架構では，図-2(a)に示すように，柱

梁接合部への水平方向の終局時入力せん断力

Vmuh は，梁上端側から入力される水平せん断力

に等しいことから，式(4)で求められる。 

Vmuh = Tg’+Cg  
=ξh Qcu                    (4) 

ξh={(h/�)(�o/jtg)-1}/2      (5) 

Tg’, Cg：梁上端側の左右梁端での引張合力お
よび圧縮合力，jtg:梁の上下主筋の重心間距離 

 式(4)の導出に際しては，梁断面での曲げモー

メントの釣合い条件より，同式中の Tg’と Cg を
式(6)で求めた上で，Mg+Mg’=(Qg+Qg’)(��o/2)= Qcu 
(h/�)(��o/2)，Ng+Ng’=Qcu の関係を用いた。 
Tg’ = Mg’/jtg-Ng’/2, Cg = Mg/jtg-Ng/2   (6) 
鉛直方向の終局時入力せん断力 Vmuv は，柱主

筋の等価引張力Tceから梁せん断力Qgを差し引

いた値に等しいことから，式(7)で求められる。 

Vmuv = Tce-Qg  

=ξv Qcu                      (7) 

ξv={(ho/jtc)-h/�}/2          (8) 

式(7)の導出の際，同式中の柱主筋の等価引張

力 Tce は，図-3に示した柱断面での曲げモーメ

ントの釣合い条件より，式(9)で求めた。また，

同式中の Ncは，水平加力に伴う付加軸力のみを

考慮すると，Nc=Qg’-Qg として求められる。 
Tce = Tc+Tcn/2 = Mc/jtc-Nc          (9) 
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(正加力：L形が閉じる)      (負加力：L形が開く)    

(a) T 形接合部             (b) L 形接合部 

図-2 柱梁接合部の応力状態 
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図-3 柱断面での終局時の釣合い 
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Tc,Tcn：柱の引張主筋および中段筋の引張力 

jtc: 柱の最外縁主筋の中心間距離 

(3) L 形接合部への終局時入力せん断力 
L 形部分架構では，図-2(b)に示すように，柱

または梁の曲げ終局耐力時の柱せん断力 Qcu に

釣合うための軸力 Ngが梁に作用し，梁せん断力

Qg に釣合うための軸力 Nc が柱に作用する。こ

の点を考慮すると，Vmuh および Vmuv は，以下の

ように求められる。 

(a) 水平方向の入力せん断力 Vmuh 

正加力(梁軸力 Ng:圧縮)の場合，式(10)に示

すように，Vmuh は梁端部柱面での梁主筋の引張

力 Tg に等しく，Tg は梁断面での曲げモーメン

トの釣合い条件より求められる。 

Vmuh=Tg, Tg= Mg/jtg-Qcu/2       (10) 

負加力(梁軸力 Ng:引張)の場合，正加力の場

合と同様， Vmuh は式(11)より求められる。 

Vmuh=Cg=Tg-Qcu, Tg=Mg/jtg+Qcu/2   (11) 

 したがって，T 形接合部と同様，正加力時お

よび負加力時の Vmuh は式(4)で求められる。 

(b) 鉛直方向の入力せん断力 Vmuv 

正加力の場合，式(12)に示すように，Vmuv は

柱端部出隅側の柱主筋の引張力 Tce と等しく，

Tce は，図-3 に示した柱断面での曲げモーメン

トの釣合い条件より求められる。 

Vmuv = Tce,  Tce = Mc/jtc-Qg/2    (12) 

負加力の場合，正加力の場合と同様，Vmuv は

式(13)より求められる。 

Vmuv=Cce=Tce-Qg, Tce=Mc/jtc+Qg/2  (13) 

したがって，T 形接合部と同様，正加力時お

よび負加力時の Vmuv は式(7)で求められる。 

2.2 柱，梁の曲げ終局耐力の算定式 

中段筋を配置した柱の曲げ終局耐力 Mcu は，

図-3 に示した圧縮合力 Cc の作用位置での終局

時における断面力(Mcu,Nc)と抵抗力(Tcy,Tcny)

の釣合い条件より，下式で求められる。 

Mcu = Mcuo±Nc(jtc/2)            (14) 

Mcuo =Tcyejtc, Tcye=Tcy+Tcny/2     (15) 

同様に，軸力 Ngが作用する梁の曲げ終局耐力

Mguは，下式で求められる。 

Mgu=Mguo±Ng(jtg/2), Mguo=Tgyjtg  (16) 

Tcy,Tcyn：柱の引張主筋および中段筋の降伏

引張力，Tgy：梁引張主筋の降伏引張力 

Mcuo および Mguo は，Nc=Ng=0 時の曲げ終局耐

力であり，これらを基準曲げ終局耐力と呼ぶ。

そこで，柱，梁の曲げ終局耐力 Mu(Mcu,Mgu)の一

般評価式は, jtc=0.8D とすると，式(17)となる。 

Mu = Muo±0.4ND                 (17) 

Muo = 0.8TyeD , Tye=Tty+Tny/2    (18) 

Tty：引張鉄筋の降伏引張力，Tny：中段筋の

降伏引張力，N：水平加力に伴う付加軸力，D：

柱せいまたは梁せい 

式(14),(16),(17)は，圧縮軸力を正，引張軸

力を負として定式化している。これは，2.3 節

に示す柱および梁の曲げ終局耐力時柱せん断力

の算定式(式(19),(21),(24))を柱梁接合部への

終局入力せん断力の算定式(式(4),(7))に適用

するためである。  

2.3 柱，梁曲げ終局耐力時柱せん断力の算定式 

(1) T 形部分架構 

T 形部分架構では，通常，Qg’-Qg≒0 とみなす
ことができるので，柱降伏型の場合，Nc=0 と仮

定する。また，梁降伏型の場合，梁の上下主筋

量が等しいとすると，式(16)より，左右梁の曲

げ終局耐力時の梁せん断力の平均値が Qgu= 

4Mguo/�o として求められる。以上より，柱およ

び梁の曲げ終局耐力時の柱せん断力 cQcu, cQgu

は，それぞれ下式で求められる。 

(柱降伏型) cQcu = 2Mcuo/ho           

(梁降伏型) cQgu = (4Mguo/�o)(�/h) (19) 

(2) L 形部分架構 

L 形部分架構では，柱，梁の軸力 N がそれぞ

れの付加軸力に等しい時，梁降伏型および柱降

伏型の曲げ終局耐力時の柱せん断力(cQcu, 

cQgu)は，以下のように求められる。 

(a)梁降伏型の場合，Ng=cQgu より， 

Mgu=Mguo±0.4cQguDg               (20) 

Mgu=(cQgu�o/2)(h/�)であるので，これと式
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(20)を等値すると，下式が得られる。 

cQgu = {2Mguo/(ηg�o)}(�/h)   

ηg = 1� 0.8(�/h)(Dg/�o)          (21) 

(b)柱破壊型の場合，Nc=Qg より， 

Mcu = Mcuo±0.4cQcu(h/�)Dc       (22) 

Mcu=cQcuho/2 であるので，これと式(22)を等

値すると，下式が得られる。 

cQcu = 2Mcuo/(ηcho)          

ηc = 1� 0.8(h/�)(Dc/ho)         (23) 

ここで，式(21)および式(23)の右辺の第 2 項

の前に付した符号は，正加力(梁軸力 Ng:圧縮)

時－，負加力(梁軸力 Ng:引張)時＋とする。 

したがって，式(19)，式(21)および式(23)を

式(2)に代入して求めた柱せん断力 Qcu を用い

ると，式(4)と式(7)より，柱梁接合部への終局

時入力せん断力が閉解として求められる。 

なお，柱の曲げ終局耐力 Mcuに長期柱軸力 NcL

を考慮する場合，式(18)の右辺に 0.4NcLD を加

えて Muoを算定することになる。 

2.4 柱の曲げ終局耐力算定式の検証 

ここでは，式(17)による曲げ終局耐力と平面

保持仮定に基づく曲げ終局耐力を比較検討し，

同式の妥当性を検証する。平面保持仮定に基づ

く場合，コンクリートの応力－ひずみ関係はｅ

関数式で求める。検討結果を図-4に示す。計算

諸元は同図中に示す通りである。 

同図中には，最外縁の引張鉄筋のみを考慮し

た慣用設計式および多段配筋式 13)による計算

結果を併示した。これによると，軸力 N がσB 

BD/6 程度以下の場合，式(17)による曲げ終局耐

力は，ｅ関数法および多段配筋式による場合と

大差ない。σBはコンクリートの圧縮強度，B,D

は柱の幅とせいを示す。 

以上より，L 形および T 形接合部への終局時

入力せん断力の評価に，式(17)による柱，梁の

曲げ終局耐力を用いてもよいと考えられる。 
 

3. 柱梁接合部のせん断終局耐力 

L 形および T 形接合部の水平方向および鉛直

方向のせん断終局耐力 Vpuh, Vpuv は，靱性保証

型指針 14)に示された評価式を用いて算定する。

ただし，柱梁接合部の水平方向および鉛直方向

の有効せい Djh,Djv は，図-5 に示すように，そ

れぞれ梁主筋および柱主筋の定着長さ�ag,��ac

を考慮して定めることとした。これは，接合部

コンクリートの圧縮ストラットの有効領域が定

着長さに支配されることがあると考えたためで

ある。Vpuh, Vpuv の算定式を以下に示す。 
   Vpuh = κφFjbjDjh  

Vpuv = κφFjbjDjv          (24) 

κ： 柱梁接合部の形状係数  

ただし，T形：κ=0.7, L 形：κ=0.45 

φ： 直交梁の有無による補正係数  

(両側直交梁付き：φ=1.0，それ以外：φ=0.85)   

Fj = 0.8σB0.7                 (25) 

σB：コンクリートの圧縮強度(単位：N/mm2) 
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図-4 曲げ終局耐力の検討結果 
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図-5 柱梁接合部の有効せいの定義 
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bj：柱梁接合部の有効幅，Djh, Djv：柱梁接合

部の水平方向および鉛直方向の有効せい 

本論文では，T 形および L 形接合部ともに，

柱梁接合部をかんざし筋などの柱頭補強筋で

十分に補強した場合を想定している。後述の実

験の検討結果に基づいて，T 形接合部の形状係

数κの値は，靱性保証型指針による場合(κ

=0.7)と同じとした一方で，L形接合部の形状係

数κの値は，靱性保証型指針による場合(κ

=0.4)よりもやや大きくした。 

 

4. 部分架構の終局耐力の検討 
4.1 T 形部分架構 

ここでは，文献(1)～(12)による計 27 体(従

来工法試験体 4 体，機械式定着工法試験体 23

体)の T 形部分架構の終局耐力を検討する。検

討試験体の Qmax/Qcu―Qpu/Qcu 関係を図-6 に示

す。 

Qmax は最大耐力実験値，Qcuは式(2)による柱

または梁の曲げ終局耐力時の柱せん断力，Qpu

は下式による柱梁接合部のせん断終局耐力時

の柱せん断力である(式(4),(7) 参照)。 

   Qpu = min (Qpuh, Qpuv)           (26) 

      Qpuh = Vpuh/ξh, Qpuv = Vpuv/ξv 

図-6 の凡例には，工法種別，破壊形式(J,F)

を示した。文献番号を付した試験体は，機械式

定着工法による柱曲げ降伏型試験体である。機

械なし(J,F)は，柱頭補強筋なしの機械式定着

工法試験体(5体)1),3),4),7)であり，Qpu＜Qcuの時，

接合部破壊(J)型，Qpu≧Qcu の時，柱曲げ降伏(F)

型と判別した。 

柱頭補強筋ありの機械式定着工法試験体(18

体)については，8 体が接合部破壊型 2),6),8),9)，

10 体が柱曲げ降伏型 6),9)-12)である。接合部破壊

型はすべて Qmax/Qpu≧1 を満足し，柱曲げ降伏

型は2体 9),11)を除いてQmax/Qcu≧1を満足した。 

Qmax/Qcu＜1 となった 1 体 11)については，柱

頭補強筋に用いられたかんざし筋の足部の長さ
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表-1 定着工法による L形架構試験体の分類 

上端 下端

従来工法① 2
曲上 4
曲下 2

機械式① 9
機械式② 曲上 5
機械式③ 4
機械式③' 2 合計

機械式④ 16 44

1) 柱筋の従来工法：(a)末端部180°フック付き、(b)U形定着
　　(c)4隅のみ180°フック付き、それ以外、U形定着
2) 従来工法試験体および機械式定着工法試験体ともに、
　　梁上端主筋の折曲げ後の余長は、10db～40db の範囲で選定
3)【機械式③'】梁上端主筋の定着部：直線部末端に定着金物を結合
4)【機械式④】梁上端主筋の定着方法:下記の3種類
 (a) 梁上端筋と柱主筋の直線部末端部同士を連結金物を介して接合
 (b) 梁上端筋折曲げ余長部の先端に定着金物を結合
 (c) 梁上端筋折曲げ余長部と柱主筋先端部同士を機械式継手で接合

機械式

U形定着

曲下

機械式
機械式

従来
工法

U形定着

従来工法② 曲下

定着工法
試験
体数柱主筋

梁主筋

0.0 

0.5 

1.0 
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従来J
従来F
機械なしJ
機械なしF
機械ありJ
M工法(6)
E工法1(9)
T工法(11)

K工法(12)

Qmax/Qcu

Qpu/Qcu

柱頭補強筋の足部の
長さがD/2程度、
D:梁せい

従来工法

従来
工法

( ):
文献番号
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が梁せいの半分程度と短いことなどに起因し，

接合部に接続する柱の曲げ終局耐力が発揮され

なかった恐れがある。 

 
4.2 L 形部分架構 

ここでは，文献(1)～(12)による実験に供した

計 44 体の L 形部分架構の終局耐力を検討する。

この検討に際して，表-1に示すように，柱主筋

および梁主筋の定着工法を分類した。 
検討試験体の Qmax/Qcu―Qpu/Qcu 関係を図-7

に示す。凡例中で文献番号を付した試験体は，

機械式④の場合である。この場合，正加力時，

負加力時ともに，いずれの実験値 Qmax も，計算

値(Qcu または Qpuの小さい方)を上回っている。 

一方，正加力時と負加力時の Qpu/Qcu の値が

同じ時，正加力時の Qmax/Qcu が負加力時の場合

よりも大きい。これは，柱梁接合部のせん断終

局耐力を両加力時で同じ値で評価しているのに

対して，実験での加力下の柱，梁には，正加力

時に圧縮軸力，負加力時に引張軸力がそれぞれ

作用するのに伴い，柱，梁の曲げ終局耐力が増

減するだけでなく，柱梁接合部のせん断終局耐

力も増減するためと考えられる。 

この傾向が機械式④の場合 5),10),12)に明瞭に

現われるのは，機械式④に該当するいずれの試

験体も，柱梁接合部内に十分な柱頭補強筋が配

置されていることに起因すると推察される。 
一方、従来①，②1)-4),7)および機械式①～③

1)-5),10),11)の試験体では，文献(1)～(4)の場合，

柱頭補強筋が配置されていない。この点が，こ

れらの試験体の実験値が計算値を下回る場合が

ある主な理由であると考えられる。また，機械

式③’の場合 4),5)，実験値が計算値よりも低く

なる傾向がある。これは，梁上端主筋の直線部

先端に定着金物を結合している一方で，柱梁接

合部出隅部で梁上端主筋と柱主筋との間の引張

力の伝達能力を高める措置を施していないため

であると考えられる。 

 

5. まとめ 

1) 本論文では，下記の 2点を考慮した L形およ

び T 形柱梁接合部の終局時入力せん断力の閉

解型の評価式を提案した。 

(a)L形部分架構でのL形が閉じる時と開く時に

それぞれ発生する柱，梁の付加軸力の影響 

(b)柱の中段筋の影響 

2) 既往実験に供した試験体の柱梁接合部につ

いて，その配筋詳細を分類した上で，提案式

による終局時入力せん断力と靱性保証型指針

式によるせん断終局耐力を比較検討し，破壊

形式に応じて L 形および T 形部分架構の終局

耐力を適切に評価できることを示した。 
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